
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４３０１

挑戦的萌芽研究

2014～2012

台風はどこまで強くなれるのか？－想定される最大強度とその風水害

To what extent will typhoons intensify? -Assessing typhoon hazards under worst-case 
scenarios

１０３１４３６１研究者番号：

竹見　哲也（Takemi, Tetsuya）

京都大学・防災研究所・准教授

研究期間：

２４６５１２０７

平成 年 月 日現在２７   ６   ５

円     3,100,000

研究成果の概要（和文）：「台風はどこまで強くなり、想定される風水害はどの程度の規模なのか？」この問いに対し
て、様々な大気・海面水温の条件において発達する顕著な強度の台風を気象モデルによる数値シミュレーションにより
再現し、顕著台風により想定される風水害を評価することを目的とした。実事例の再現シミュレーションとともに、仮
に経路がずれた場合にどのような風水害が生じうるのかという観点から、台風の経路を操作したシミュレーションも実
施した。関東地方・中部地方・近畿地方において過去に顕著な災害をもたらした事例、さらには2013年11月にフィリピ
ンで大災害をもたらした事例を対象として台風による風水害のハザードを評価した。

研究成果の概要（英文）：“To what extent will typhoon become strong, and to what extent will the typhoon 
hazard become worse?” In order to answer this question, this study investigated the natural hazards due 
to typhoons by conducting numerical simulations of past extreme typhoons under their environmental 
conditions. In addition to simulating the existing typhoons under real condition, we performed numerical 
experiments of typhoons with their track and intensity changed by controlling the initial location of the 
typhoons and assessed the resulting impacts of the simulated typhoons on the distribution of heavy rain 
and strong wind. The typhoon cases that spawned severe disasters in the Kanto, the Chubu, and the Kinki 
District were chosen for the present analyses. Furthermore, Typhoon Haiyan that caused devastating 
damages in the Philippines in November 2013 was also examined. We assess the natural hazards due to these 
extreme typhoons by conducting ensembles of numerical simulations.

研究分野： 気象学
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１．研究開始当初の背景 
台風による災害は、甚大さの程度に差こそあ
れ、毎年発生するものである。台風は強大化
するほど農作物や建物・社会基盤への物的被
害は甚大化するため、これらの被害を完全に
なくすためには相応の経済的コストがかか
る。しかし人命の安全は、いかに台風が強大
化しても的確な気象予報と警報の発令およ
びそれを伝達する適切な手段があれば、確保
することが可能である。さらに十分な時間の
余裕をもって避難することができるのであ
れば、命はもちろんのこと必要最低限の財産
も守ることが可能であろう。そのためには、
気象予報・警報の精度を向上させること、予
警報の情報を把握し避難等の指示を的確に
行うこと、その指示を正確かつ迅速に伝達す
ることといったようにソフト面での対応が
必要不可欠である。本研究の開始時期には、
2011 年に台風 12 号・15 号がそれぞれ、移動
速度の遅い台風による長期化した災害（紀伊
半島豪雨災害など）と日本近海で急発達した
台風による瞬発的な災害（全国的な風水害）
を引き起こした。また、2011 年 3 月の東日
本大震災により、最悪を想定した自然災害へ
の備えが災害の防止と軽減に極めて大事で
あることを認識させられた。このような背景
の下、本研究を実施した。 
 
２．研究の目的 
「台風はどこまで強くなり、想定される風水
害はどの程度の規模なのか？」この問いに対
して、現実の気象において生起する様々な大
気・海面水温の条件において発達する顕著な
強度の台風を領域気象モデルによる物理ダ
ウンスケール・シミュレーションにより再現
し、それによりもたらされる風水害について
台風経路を多数のパターンに変化させたシ
ミュレーションにより地域毎に評価する。本
研究は、地域毎に想定される最も甚大な風水
害をもたらす台風強度を評価することを目
指す。この評価により、台風強度の予測情報
から最大想定災害を把握することを可能と
することを目標とする。 
 
３．研究の方法 
本 研 究 で は 気 象 予 報 モ デ ル Weather 
Research and Forecasting (WRF)を用いた
数値シミュレーションを行った。WRF モデ
ルは領域気象モデルであるため、初期条件・
境界条件となる大気・海面水温の条件が必要
となる。そのため、気象庁による大気の客観
解析データから台風発生の環境条件を抽出
した。過去に顕著な災害をもたらした台風を
抽出し、それらの台風の環境条件を WRF モ
デルの初期条件・境界条件に与えた。WRF
モデルの計算領域は、ネスト領域を設定し、
最も細密な水平格子間隔は 1 km 程度とした。
台風による風水害は、台風の強度とともに経
路にも大きく依存する。したがって、次に台
風の移動経路を操作したシミュレーション

実験を行った。日本の南海上の多数の位置に
台風中心を置くことで、強い強度を持った台
風を客観解析データに埋め込み、台風の移動
のシミュレーションを行った。これにより、
ある大気場において異なる経路を想定した
場合の台風の数値シミュレーションを行い、
移動に伴う降水量・風速の空間分布と時間変
化を算出し、風水害に係わる豪雨・強風の分
布特性を解析した。計算には京都大学の大規
模並列型スーパーコンピュータを利用した。 
以上の計算から、顕著な台風の事例の大気環
境条件において様々な経路をとった場合に
想定される台風による風水害の評価をした。 
 
４．研究成果 
過去において顕著な豪雨・強風をもたらした
台風の事例を選択し、それら顕著台風の大
気・海面水温の条件を与え、気象モデル WRF
による物理ダウンスケール・シミュレーショ
ンにより再現した。台風の最大可能強度の数
値シミュレーション、台風の移動の数値シミ
ュレーション、台風経路を多数のパターンに
変化させたシミュレーションを行った。東京
を中心とした関東地方、名古屋を中心とした
中部地方、大阪を中心とした近畿地方のそれ
ぞれの地域において過去に顕著な災害をも
たらした台風のうち多数のサンプルを例に
とり、台風移動に伴う降水量・風速の空間分
布と時間変化を各地域において 1 km メッシ
ュで算出し、風水害に係わる気象統計情報を
導出した。 
 
（１）関東地方を対象とした解析 
気象庁の再解析値として利用可能であった
1979 年以降に風水害を引き起こした台風の
事例を選択した。2001 年台風 15 号、2007 年
台風 9号など計 7個の顕著台風を選択し、WRF
モデルによるダウンスケール計算を行い、
様々な台風の異なる経路をとった場合に想
定される豪雨・強風の出現特性を示した。 
 
（２）中部地方を対象とした解析 
最初に、気象庁の再解析値として利用可能で
あった 1979 年以降に風水害を引き起こした
台風として 1991 年台風 18号など計 8個の台
風についてWRFモデルによるダウンスケール
計算を行った。また、研究期間中に新たに公
開された気象庁長期解析値 JRA-55（1958 年
以降の再解析値）を用いて、伊勢湾台風のダ
ウンスケール計算も行い、伊勢湾沿岸地域で
の強風分布、濃尾平野および周辺部での降水
分布を解析した。これら顕著台風について経
路を操作したシミュレーションを行い、異な
る経路で想定される豪雨・強風の出現特性を
示した。 
 
（３）近畿地方を対象とした解析 
最初に、気象庁の再解析値として利用可能で
あった 1979 年以降に風水害を引き起こした
台風として 2004 年台風 23 号、2011 年台風



12号など計9個の台風についてWRFモデルに
よるダウンスケール計算を行った。また、研
究期間中に新たに公開された気象庁長期解
析値 JRA-55（1958 年以降の再解析値）を用
いて、伊勢湾台風のダウンスケール計算も行
い、淀川流域圏での降水特性を解析した。こ
れら顕著台風について経路を操作したシミ
ュレーションを行い、異なる経路で想定され
る豪雨・強風の出現特性を示した。 
 
以上のダウンスケール計算により、台風によ
る風水害の豪雨・強風ハザードの解析をした。
また、河川工学や海岸工学の研究者に計算デ
ータを提供し、河川の流出や沿岸での高波・
高潮といった自然災害影響の評価に活用し
た。 
 
（４）2013 年台風 30 号 
研究期間中の 2013 年 11月にフィリピンに甚
大な高潮災害・強風災害をもたらした台風 30
号（Haiyan）が発生した。最悪を想定した自
然災害影響評価に係わる重要な事象であっ
たことから、2013 年台風 30 号も解析対象と
した。WRF モデルを用いて 1 km メッシュまで
のダウンスケール計算を行い、フィリピン・
レイテ湾での高潮計算を海岸工学の研究者
とともに共同で実施した。様々な条件設定に
より台風経路のばらつきや再現の不確実性
を評価し、最も現実に近い強度を再現した計
算事例において高潮の定量的な評価が可能
であったことを示した。図 1に計算において
最大強度に達した際の中心気圧が 896 hPa の
ケースにおける地点毎の最大地上風速の分
布を示す。 
 

 
図 1：2013 年台風 30 号の強風ハザード 
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